
第１節 みどりの食料システム戦略の推進

１ 現状の課題と政策の方向

第２章 環境と調和のとれた食料システムの確立

２ 関東管内の取組状況

我が国の食料・農林水産業は、大規模自然災害・地球温暖化、生産者の減少等の生産基盤
の脆弱化・地域コミュニティの衰退、SDGs や環境への対応強化等が迫られており、農林水
産業や地域の将来も見据えた持続可能な食料システムの構築が急務となっている。 このため、
農林水産省では、令和３（2021）年５月、食料・農林水産業の生産力 向上と持続性の両立
をイノベーションで実現する「みどりの食料システム戦略」を策定し、 革新的な技術・生産
体系を順次開発し、社会実装することにより、令和 32（2050）年までに農林水産業の CO2 
のゼロエミッション化、化学農薬や化学肥料の使用量の低減、有機農業の取組面積の拡大、
食品製造業の労働生産性の向上などを推進していくこととしている。

また、令和４(2022)年７月に、戦略の実現に向けた「環境と調和のとれた食料システムの
確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」（以下、「みどりの食料システ
ム法」）が施行され、みどり戦略の実現に向けた基本理念等を定めるとともに、環境負荷低
減を着実に取り進める枠組が構築された。

同年 9 月、みどりの食料システム法に基づく国の基本方針、制度の対象となる事業活動を
定める告示が制定・公表され、これを踏まえ、令和４(2022)年度中に関東10都県をはじめ全
都道府県が市町村と共同して「基本計画」を作成し、その中で、主に市町村が主導で地域ぐ
るみで環境に優しい農林水産業に取り組む区域と内容を具体的に想定した特定区域も設定さ
れ、令和 5(2023)年度から県による農業者の計画認定（みどり認定）もスタートした。

（１）みどり戦略の推進

「みどり の食料システム戦略」の実現に向けて、「みどりの食料システム戦略推進交付
金」を措置し、資材・エネルギーの調達から農林水産物の生産・流通・消費に至るまでの環
境負荷低減と持続的発展に向けた 地域ぐるみのモデル的先進地区の創出を支援している。

関東農政局においても本交付金を活用し、化学肥料低減やスマート農業等に係る技術の
検証を通じたグリーンな栽培体系への転換、有機農業産地づくり、バイオマス地産地消対
策、地域循環型エネルギーシステムの構築等地域ぐるみのモデル的な取組を支援している。

また、環境負荷低減の取組としての見える化やJクレジット推進を行った。
さらに、将来を担う若い世代の環境に配慮した取組を促すため、関東地域の農業大学校・

農業高校の個人・グループが本戦略に基づいた活動を実践し、優れた取組を表彰する「みど
り戦略学生チャレンジ」や「食ミラプロジェクト～食と環境を未来の子どもたちへ～」とし
て、農政局若手職員によるYouTubeを活用した食品ロス削減に役立つレシピの情報発信、若
手職員が未来につながる持続可能な農業の実現に取り組む農業者などを訪問し、農作業体験
や意見交換を行う「関東農政局青空縁農隊プログラム」等を実施した。
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【みどり戦略に基づく取組の状況】

① 「環境負荷低減事業活動実施計画」の認定（みどり認定）の状況

みどり認定の状況（令和６年３月末現在）

各都県ごとの目標に向けてみどり認定を推進している。

（事例）株式会社 前田牧場（栃木県大田原市）

【生産概要】
肉用牛2,300頭（乳雄1,700頭、交雑種600頭）、水稲6ha 飼料用稲13ha、 麦5ha、
大豆5ha、牧草地10ha、その他野菜（いちご、ごぼう、さつまいも、ほうれんそう、
にんじん、アスパラガス等おおよそ累計16ha）、干しいも（自社製造）、
ビーフカレー（委託製造）、精肉販売、バーベキュー場

【経営概要】
従業員31名（正社員20名、パート11名）

代表者：代表取締役 前田 昭
〇 環境負荷低減の取組内容

配合飼料中にあるタンパク質のアミノ酸バランスを整え、タンパク質の給与水準を低下
させることで、家畜排せつ物中への窒素排出量を削減し、家畜ふん堆肥化時に発生する温
室効果ガス（N2O）を削減しています。

〇 みどり認定取得のきっかけ、よかったこと等
・みどり認定は自分たちの環境に関する取組を評価してくれる制度だと知ったことが、認
定を受けたきっかけです。

・農研機構及び栃木県畜産酪農研究センターの試験研究に参画し、堆肥化時に温室効果ガ
スを削減する配合飼料の実証試験を行い、試験終了後も一部の牛舎で開発した配合飼料
の給与を継続し、当該技術を通じて生産された牛肉を「地球にやさしいお肉」として商
品化して販売しています。このほか、良質な堆肥やそのペレット化による広域流通のた
めの機械・施設の導入を行い、耕種農家が環境負荷低減に取り組みやすい環境を整備し
ています。今後は、この取組を広報しながら学校給食への食材提供や、食育活動を通じ
て消費者の環境への理解醸成を図ることとしています。

34千葉県25埼玉県75群馬県384栃木県235茨城県

110静岡県34長野県2山梨県41神奈川県0東京都
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② 特定区域設定の状況（令和６年3月）

地域ぐるみで環境負荷低減の取組を行う特定区域（モデル地区）は、４県５区域で設定。

石岡市
地域の担い手育成による有機農

業の団地化

常陸大宮市

「有機協定」

栃木県 塩谷町 学校・保育園給食への利用や技術
の継承による有機農業の団地化

千葉県 千葉市 ICTを活用したイチゴ生産のSDGs
型施設園芸の産地育成

長野県 佐久市
認定基盤確立事業と連携したベレッ
ト堆肥の活用による資源循環型農
業の推進

技術の向上等による有機野菜及

び有機米の生産団地の形成

茨城県

（事例）JAさいたま彩玉（黄金の雫）生産部会 （埼玉県上尾市、伊奈町）

【生産概要】梨3.9ha

【経営概要】構成員数12名

【販売概要】

埼玉県の育成品種である梨“彩玉”を
一定の基準で栽培したものを「黄金の雫」
と名付け、生産・販売している。

〇 環境負荷低減の取組内容
・ナギナタガヤによる草生栽培
・堆肥散布の実施
・有機質成分中心の肥料を使用
・天敵資材（バンカーシート）の使用奨励

〇 みどり認定取得のきっかけ、よかったこと等
・「黄金の雫」の栽培基準として、エコファーマー認定を受けることを要件としていたが、

後継制度にあたるみどり認定を受けることを新たな栽培基準としたため。
・認定を受けることで、「黄金の雫」ブランド価値の維持につながっています。

★ 有機農業団地化
★ 先端技術の活用
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（事例） 茨城県常陸大宮市

③ J－クレジット制度

J－クレジット制度は、温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証し、

民間資金を呼び込む取引を可能とする制度で、農業分野では、令和５年４月に追加された

「水稲栽培における中干し期間の延長」や、11月に追加された「肉用牛へのバイパスアミ

ノ酸の給餌」を含め、六つの方法論が承認されている。

関東管内では、現在6事業者、特に株式会社フェイガー、GreenCarbon株式会社、

（一社）日本クルベジ協会等が中心となり、プロジェクト型のJクレジットが各地で実施さ

れている。
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④ 見える化（みえるらべる）

みどりの食料システム戦略に基づき、消費者の選択に資する環境負荷低減の取組の「見

える化」をすすめている。生産者の栽培情報に基づいて定量的に温室効果ガスの排出と吸

収を算定し、削減への貢献度合いを星の数でわかりやすく表示している。令和４年度、令

和５年度の実証段階を経て令和６年３月に本格運用を開始し、生産者、事業者に対する算

定支援や販売資材の提供を行っている。

関東管内では３月の本格運用以降、３月末時点で３件の事業者が見える化の登録を完了

しており、３品目が見える化されている。

⑤ 関東農政局みどりの食料システム戦略勉強会

関東農政局では、令和５年度においては、以下の内容で12回の勉強会を開催した。

テーマ：国内資源肥料利用について（2回シリーズ）
第1回（4月20日）
〇 肥料をめぐる事情と関連施策の紹介
第2回（5月22日）
〇 肥料管理制度について

テーマ：土壌の力と持続的な農業（3回シリーズ）
第3回（6月23日）
〇 土壌の力と微生物の働き
第4回（7月28日）
〇 緑肥で高めよう。土壌の力を
第5回（8月29日）
〇 緑肥と堆肥を組み合わせた水田輪作の土づくり事例
〇 BLOF理論による畑作での土づくり事例

テーマ：総合防除
第6回（9月26日）
〇 改正植物防疫法に基づく「総合防除」の推進について
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テーマ：食品企業の価値向上に向けた企業行動
第7回（10月30日）
〇 自然資本関連課題に係る食品企業等の企業行動について～「令和4年度食品企業

の価値向上に向けた自然資本関連課題に係る食品企業等の企業行動調査委託事業
報告書」より～

テーマ：ゼロエミッション型施設園芸を目指して
第8回（11月27日）
〇 イチゴ栽培の燃油削減実証の取り組みについて

テーマ：水稲栽培の中干し延長によるJ－クレジットの活用
第9回（12月20日）
〇 JA新みやぎ及び(株)フェイガ―における水稲栽培の中干し延長の取組によるJ-ク

レジットの活用
テーマ：JAによる有機農業の取組（3回シリーズ）

第10回（1月30日）
〇 JAやさと有機栽培部会の有機野菜生産体制の確立と担い手育成の取組について
第11回（2月29日）
〇 有機農業による所得向上に向けたJA常陸の取組について
第12回（3月29日）
〇 多様な活動を主導したたじま農業協同組合の有機栽培米推進の取組について

＊「関東農政局みどりの食料システム戦略勉強会」の詳しい内容はこちらを
ご覧下さい。
https://www.maff.go.jp/kanto/kikaku/midori_syokuryou/setsumeikai_
annai.html （関東農政局）

⑥ みどりの食料システム戦略推進交付金の活用状況

令和４年度補正予算及び令和５年度当初予算において措置した「みどりの食料システム

戦略推進交付金」を活用し、資材・エネルギーの調達から生産、加工・流通、消費に至る

までの環境負荷低減と持続的発展に向け、関東管内では95件の取組が行われた。

＊「グリーンな栽培体系」の詳しい
内容はこちらをご覧下さい。
https://www.maff.go.jp/kanto/sei
san/kankyo/green/index.html
（関東農政局）

（２）グリーンな栽培体系への転換

関東管内で、化学肥料及び化学農薬の使用

量の低減やスマート農業技術による省力化を

目指す自治体や農業者で構成する協議会に対

し、令和３年度補正予算より「グリーンな栽

培体系への転換サポート事業」で支援を実施。

管内での令和５（2023）年度の取組件数

は43件で、そのうち天敵資材や防蛾灯等を活

用した化学農薬の低減に取り組んだ件数が22

件、次いで土壌診断に基づく適正施肥等によ

り化学肥料の低減に取り組んだ件数が15件と

なっている。
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（事例）グリーンな栽培体系への転換に向けた取組

【富士山麓堆肥利用促進協議会（静岡県沼津市、富士宮市、富士市、長泉町）】

〇 背景・課題
畜産業と茶業が盛んな富士山麓地域において、

畜産堆肥の地域内流通を促進し、環境負荷軽減に資する
茶栽培を実施するため、（１）茶園に適した堆肥生産、
（２）畜産農家と茶農家の連携による流通体制の構築、
（３）茶農家への堆肥利用のインセンティブの創出が必要。

〇 みどり戦略実現に向けて
茶園に適した堆肥の生産と適切な施肥量及び堆肥散布機の活用による散布作業時間の

削減効果を検証することにより、茶栽培における有機農業の栽培体系を構築し、耕畜連
携を通して、畜産堆肥の有効活用による環境負荷軽減と窒素資源の循環利用を推進。

〇 成果目標:グリーンな栽培体系に取組む面積
（堆肥散布機により堆肥散布を行う面積）
令和４年度： 19ha（手散布） →11年度：51ha

〇 取組のポイント（令和４～６年度）
・研修会や実演会、検討会を通して、茶農家と
畜産農家が連携した堆肥流通の仕組みの構築に
取り組んでいる。
・牛ふん堆肥を施用した実証ほを設置し、堆肥
の施用効果の調査・分析を行うことで、茶園
に適した堆肥と適切な施肥量を検証。
・堆肥散布実演会を開催し、堆肥散布機の活用
による散布作業時間の削減効果を検証。

〇 令和５年度の取組成果
茶農家５名のほ場に実証ほを設置し、９月及び２月

に牛ふん堆肥を散布した結果、一番茶収量は慣行と同
等を確保でき、土壌の肥沃化が進んだ。また、地域内
の牛ふん堆肥等を用いたペレット堆肥の試作を行った
ところ、十分な歩留まりが認められた。

本事業において、ペレット堆肥等を使用することで
作業面やコスト面でのメリットを感じたことから、畜
産農家（肥料製造業者）と近隣の茶農家が連携し、令
和５年度国内肥料資源活用拡大対策事業を活用し、堆肥散布機等の導入が図られた。

〇 取り組んでいる農業者の声
今後も調査、検討会、実証試験などの活動を通じて、地域内流通や作業の効率化、コ

スト面等の課題解決に努め、畜産農家と茶農家の双方で互いに理解し合い、取組を進め
ていきたい。経営している茶園においても、人手不足のため、機械化を進めたいと思い、
令和５年度に肥料散布機を導入したところ、作業時間を大幅に短縮し、他の作業に時間
を充てられるようになった。

堆肥利用については、堆肥を利用した農産物に付加価値をつけられれば、今まで関心
がなかった人も使ってくれるようになると思う。農協や行政等の関係機関は、農業者に
積極的に堆肥利用を働きかけてほしい。

ペレットも含め、堆肥は、製造する畜産農家と使用する耕種農家で認識や課題に違い
があるため、十分に意見の交換を行い、畜産堆肥の活用による経営改善と、産地におけ
る有機栽培の拡大に取り組んでいきたい。
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(3) 有機農業の拡大に向けた施策の展開

関東の有機JAS 認定ほ場（野菜、米など）の面積は、令和４(2022)年４月１日現在で

1,826haとなり、都県別に見ると、茨城県、千葉県、静岡県の３県で関東の約54％を占め

る。

関東管内では令和５（2023）年度において、20市町が、有機農業産地づくり推進（みど

りの食料システム戦略推進交付金）を活用して、有機農業の生産から消費まで一貫し、農

業者のみならず事業者や地域内外の住民を巻き込んだ地域ぐるみの取組を進めるオーガ

ニックビレッジの創出に取り組んでいる。

【図表1-2-1】 有機JAS認定ほ場面積の推移（全国・関東）

資料：農林水産省調べ
注：各年度の値は、４月１日現在

【図表1-2-2】 有機JAS認定ほ場面積の推移（県別）

資料：農林水産省調べ
注：各年度の値は、各年度末現在
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（事例）地域ぐるみで有機農業に取り組む市町村による取組（木更津市）

（令和４年度 有機農業産地づくり推進事業実施地区）

〇 関係機関

市内有機農業者、木更津市農業協同組合、（株）井関農機、

NPO法人民間稲作研究所等

〇 生産概要（令和３年（2021）度末）・成果目標（令和９年（2027）年度）

■有機農業の取組面積：15.4ha（令和3年度）→ 40ha（令和９年度）

（うち有機JAS認証ほ場：3.9ha）

■主な栽培品目：水稲

■有機農業に取り組む農業者数：22名（法人含む）（令和３年度）

→ 28名（令和９年度）

〇 取組のポイント（令和４（2022）年度）

■有機的管理ほ場の拡大に向けた取組

・適切な施肥設計を目的として、キットによる土壌診断を実施。

各地区や個々のほ場が持つ特性を農業者が理解することに繋がった。

■市内有機農産物を活用した新メニュー開発

・道の駅「木更津 うまくたの里」の指定管理者で

ある株式会社TTCにおいて、内有機農産物（れん

こん）を使用した新商品開発を委託事業で実施した。

■学校給食米の有機化への取り組み

・学校給食米の有機化への取り組みとして通称「きさらづ学校給食米Ⓡ」を市内

公立小・中学校（全30校）の学校給食へ提供しており、令和３年度は48日間、

令和４年度は71日間の提供を行った。また、「きさらづ学校給食米Ⓡ」を最終消

費先である学校給食に提供する際、市内２校の小学校で自校炊飯にすることで、

フードロス（残渣率減少）をはじめ、地産地消、環境にやさしい有機農業など本

市の未来を担う子どもたちの食育に繋げている。
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（表彰）佐久ゆうき合同会社（長野県）

【令和５（2023）年度未来につながる持続可能な農業推進コンクール農産局長賞

（有機・環境保全型農業部門）受賞】

佐久ゆうき合同会社は、2009年に設立した有機農産物の任意出荷団体である佐久

ゆうきの会を前身とし、2020年に「合同会社」として法人化。同社は有機ＪＡＳ取

得者16 名で構成されており、構成員それぞれが

主体的な役割を持って、情報共有、販売、研修、

仲間づくりに取り組んでいる。特に、令和３年

度において県内の有機農業生産面積のうち、約

３割を占める佐久地域の中で37％を占めるなど、

有機農業に取り組む生産者が多い長野県佐久地

域にあって、今後の有機農業の推進にあたり中

核的な役割を果たしている。

【主な取組】

（環境負荷低減に資する取組）

長野県佐久地域の4 市町内で16 名が77.68ha の経営面積のうち56.37ha

（73%）で有機ＪＡＳを取得し、多品目にわたり大規模に有機農業に取り組んでお

り、県（佐久農業農村支援センター）と連携し、有機農業就農相談を併催した「有

機農業の経営講座」を開催するなど、地域での有機農業の技術向上と新規参入者の

拡大に向けた活動を実施している。

（地域内外・他業種と連携した安定出荷・販路確保の取組）

インターネットのクラウドシステムを

活用し、栽培計画と受発注の状況を全生

産者と取引先で共有化できる運営システ

ムを自社開発。栽培計画と受発注の状況

を全生産者と取引先で共有化し、安定供

給を実現している。

また、同会社の事務局を地元の流通事

業者（㈱R＆Cながの青果）に委託し、受

発注やトラックの手配・配送、代金回収

等の販売機能を外部化し、既存物流を利

用しながら生産に専念できる環境を整備

したことで、販売実績を設立当初から４

倍以上の1.7億円まで拡大した。
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【図表1-2-3】 環境保全型農業直接支払交付金の実施面積の推移

資料：農林水産省調べ

【図表1-2-4】 支援対象取組別の実施面積割合

＊環境保全型農業関連情報に関する詳しい内容は、こちらをご覧ください。
https://www.maff.go.jp/kanto/seisan/nousan/kankyou/index.html
（関東農政局）

(4) 環境保全型農業の推進

環境保全型農業直接支払

環境と調和のとれた農業生産活動の確保を図るため、農業の持つ物質循環機能を生かし、

生産性との調和に留意しつつ、化学肥料・農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した

土づくり等の取組に対して、環境保全型農業直接支払交付金による支援を行い、持続的な

農業生産を推進。

（取組の概要）

関東管内の令和４（2022）年度の環境保全型農業直接支払交付金の実施面積は

5,860haで近年横ばいであるが、交付件数においては491件で、前年度に比べ1.9％増加

した。

支援対象取組別にみると、カバークロップが51％、有機農業が33％を占める。これら

が占める割合は全国の実施面積に比べ高い。
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（事例）環境保全型農業直接支払交付金の取組（茨城県常陸大宮市）

【有機農業（化学肥料・化学合成農薬を使用しない取組）】

〇 実施状況

県営畑地帯総合整備事業により基盤整備が完了した三美地区と有機米栽培に適し

た環境を持つ鷹巣地区を「茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画」

における特定区域と設定し、JA常陸の子会社である

㈱JA常陸アグリサポートが中心となり、学校の有機

給食向けを含めた有機農産物の生産を実施している。

また、鷹巣地区は全国で初めて、みどりの食料シ

ステム法に基づく「有機農業を促進するための栽培

管理に関する協定」を締結し市内学校給食で使用す

る全てのお米を100％有機米とするため令和５

（2023）年度から作付けを開始した。

〇 地域におけるその他の取組

茨城県では、「茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画」において、

環境への負荷低減と農産物の付加価値向上を図る生産手段のひとつとして有機農業

の取組を推進しており、令和９（2027）年度に茨城県内の有機JAS認証取得面積を

560haとする目標を設定している。

また、「茨城県地球温暖化対策実行計画」において、温室効果ガス排出削減対策

等の取組のひとつに「環境保全型農業の普及・拡大」を掲げ、本交付金制度を活用

し、自然環境の保全につながる農業生産活動の取組を推進しており、有機農業をは

じめ、化学肥料削減や土壌の炭素貯留に資するカバークロップの作付け、堆肥の施

用等の営農活動を支援している。

＊環境保全型農業の詳しい内容は、こちらをご覧ください。

http://www.maff.go.jp/kanto/seisan/nousan/kankyou/

（関東農政局）

有機農業（水稲）の生育状況
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(5) 若者世代への理解浸透

食ミラプロジェクト

関東農政局では、若者世代への情報発信を目的として、令和５（2023）年度に若手職員

による「食ミラプロジェクト～食と環境を未来の子どもたちへ～」を発足。みどり戦略学

生チャレンジや、農水省YouTubeチャンネルBUZZ MAFF「駆け抜けて関東」によるフー

ドロス対策等動画の配信、若手職員が農作業体験と意見交換を行う「青空縁農隊」など

を実施。

①BUZZ MAFF

令和５（2023）年度から活動を開始したBUZZ MAFF「駆け抜けて関東」では、Ｚ

代等をターゲットとし、フードロス対策をテーマにした料理動画を中心に、令和６年３

月時点で６本の動画を配信。

食ミラプロジェクト ～食と環境を未来の子どもたちへ～
https://www.maff.go.jp/kanto/kikaku/syokumira_project.html
（関東農政局）

36



②青空縁農隊

若手職員が持続可能な農業等を肌で感じて業務に活かすことを目的として、令和５

（2023）年度から「青空縁農隊プログラム」を開始。第1回は令和６（2024）年２月に

「さいたま有機都市計画（埼玉県さいたま市）」を訪問し、農作業体験と意見交換を行った。

③みどり戦略学生チャレンジ

関東農政局は、令和５（2023）年度から管内の農業大学校生及び農業高校生を対象にみ

どりの食料システム戦略を学び、実践する関東農政局「みどり戦略学生チャレンジ」を実

施した。本チャレンジには管内９校17グループが参加し、独自のテーマを設定して環境負

荷の低減等の取組を行った。令和６（2024）年２月20日には本チャレンジの優れた取組

を表彰。また、参加校、グループによる交流会を行った。
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（表彰結果）

～グランプリ～

千葉県立農業大学校 病害虫専攻教室

取組名：物理的防除及び生物的防除資材を利用した

環境保全型農業の実践

～準グランプリ～

群馬県立農林大学校 農と食のビジネスコース

取組名：畑から食卓まで ～持続的な食料生産～

東京都立園芸高等学校SSP（ソーラーシェアリングプロジェクト）

取組名：学びの発信で日本の農業を応援！

神奈川県立中央農業高等学校水田畑中小家畜専攻＆養鶏部

取組名：アヒル農法による無農薬水稲栽培

長野県上伊那農業高等学校 果樹班

取組名：土遁プロジェクト～持続的な果樹栽培を目指して～
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みどり戦略学生チャレンジ グランプリ作品

＊「みどり戦略学生チャレンジ」の詳しい内容はこちらをご覧下さい。
https://www.maff.go.jp/kanto/kikaku/midori_syokuryou/challenge.html
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